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要旨：改正学校図書館法第6条(平成26年6月27日法律第93号)附則第2項により、学校司書の養
成が喫緊の課題となり、複数の研究者・団体が学校司書養成カリキュラム案を提示している。 
日本図書館協会の学校図書館職員問題検討会は、2016年6月15日に「学校図書館職員問題検
討会報告書(案)」を公開し、パブリック・コメントを求めている。本稿は、この「学校図書館
職員問題検討会報告書(案)」を中心に、各諸案について検討を進める。なお、文部科学省の「学
校図書館の整備充実に関する研究協力者会議」については、具体的な「審議のまとめ」が公開
された時点で改めて検討を行いたい。 
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１．はじめに 
1.1 学校図書館法と学校司書 
 改正学校図書館法1の第 6 条(平成 26 年 6 月 27
日法律第 93 号)では学校司書を法制化すると共に、
学校司書の配置を努力義務としている。そして附
則において「国は、学校司書の職務の内容が専門
的知識及び技能を必要とするものであることに鑑
み、この法律の施行後速やかに、新法の施行の状
況等を勘案し、学校司書としての資格の在り方、
その養成の在り方等について検討を行い、その結
果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と
し、学校司書に関する資格や養成の検討が喫緊の
課題となった。筆者等は、先行研究において各研
究会等から提示されている学校司書の資格養成案
について検討してきた2。 
それらの先行研究で取り上げた学校司書資格案
以降に、日本図書館協会（以下、JLA）の学校図
書館職員問題検討会による報告や、塩見昇による 
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学校司書養成案、日本図書館研究会図書館学教育 
研究グループによる新案等が出された。さらに、
2016 年 6 月 15 日に JLA の学校図書館職員問題
検討会3は、「学校図書館職員問題検討会報告書
(案)」(以下、「JLA 報告書(案)」)を公開し、パブ
リック・コメントを求めている456。本稿は、この
「JLA 報告書(案)」を中心に、各諸案について検
討を進める。 
 
２．「JLA 報告書(案)」 
JLA 学校図書館職員問題検討会「JLA 報告書
(案)」の「表 5 養成カリキュラムの科目構成案」
(以下、「JLA 科目構成案」)の内容を中心に検討し
ていく。 
「JLA 科目構成案」は、(1) 既存の司書教諭科
目、司書科目、教職科目からの抜粋・組み合わせ
による科目構成案(A 案)、及び、(2) 既存科目に学
校司書養成の独自科目を組み合わせた科目構成案
(B 案)がある。 
なお、以前に同じ JLA の図書館学教育部会の
「叩き台」として提示された学校司書養成案7は、
司書教諭科目、司書科目、教職科目の既存科目の
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組み込みのみであったが、今回は独自科目を含む
B 案の 2 種類が提示された。 
下記に「JLA 報告書(案)」より「表 5 養成カ
リキュラムの科目構成案」を引用し、順次に検討
を進める。 
 
表 1 「表 5 養成カリキュラムの科目構成案」  
学 校 司
書 に 求
め ら れ
る 資 質
能力 
A 案（既存科目のみ） 
B 案（既存科目＋独自
科目） 
・各役割
の 基 礎
と な る
資 質 能
力 
学校経営と学校
図書館 
図書館概論 
教育原理 
2 
 
2 
2 
学校図書館総論
      
 
教育原理 
2
 
 
2
・「 資
料・情報
提 供 の
役割」に
関 す る
資 質 能
力 
図書館サービス
概論 
情報サービス論 
情報サービス演
習 
図書館情報資源
概論 
情報資源組織論 
情報資源組織演
習 
図書館情報技術
論    
2 
 
2 
2 
 
2 
 
2 
2 
 
2 
学校図書館サー
ビス・活動論  
 
 
 
図書館情報資源
概論 
情報資源組織論
 
 
図書館情報技術
論 
2
 
 
 
 
2
 
2
 
 
2
・「教育
的役割」
に 関 す
る 資 質
能力 
 
教育心理学 
読書と豊かな人
間性 
学習指導と学校
図書館 
 
2 
2 
 
2 
 
教育心理学 
読書と豊かな人
間性 
学習指導と学校
図書館 
特別活動論 
2
2
 
2
 
2
・「場を
提 供 す
る役割」
に 関 す
る 資 質
能力 
 
図書館施設論 
[図書館サービス
概論] 
[教育心理学] 
1 図書館施設論 
 
 
[教育心理学] 
生徒指導・進路
指導論 
[学校図書館サ
1
 
 
 
2
 ービス・活動論]
上 記 の
資質・能
力 を 総
合 的 に
活 用 す
る 
  学校図書館特論
学校図書館総合
演習     
2 
2 
  27  27
※表中の[ ]科目は再掲 
 
この「JLA 報告書(案)」の「表 5 養成カリキ
ュラムの科目構成案」を司書教諭科目、司書科目、
教職科目、独自科目の枠組みで組み替えたのが、
「養成カリキュラムの科目構成案(組み替え)A 案、
B 案」(以下、「JLA 科目構成案」)である。 
 
表 2 「養成カリキュラムの科目構成案(組み替え) 
A 案」 
課程   科目 単位 
司書 必修 
図書館概論 2 
図書館サービス概論 2 
情報サービス論 2 
情報サービス演習 2 
図書館情報資源概論 2 
情報資源組織論 2 
情報資源組織演習 2 
図書館情報技術論 2 
図書館施設論 1 
司書教諭 必修 
学校経営と学校図書
館 
2 
読書と豊かな人間性 2 
学習指導と学校図書
館 
2 
教職 必修 教育原理 2 
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教育心理学 2 
総単位数 27 単位 
 
 
 
表 3「養成カリキュラムの科目構成案(組み替え)B
案」 
課程   科目 単位
司書 必修 
図書館情報資源概論 2 
情報資源組織論 2 
図書館情報技術論 2 
図書館施設論 1 
司書教諭 必修 
読書と豊かな人間性 2 
学習指導と学校図書館 2 
教職 必修 
教育原理 2 
教育心理学 2 
特別活動論 2 
生徒指導・進路指導論 2 
学校司書 必修 
学校図書館総論 2 
学校図書館サービス・活
動論 
2 
学校図書館特論 2 
学校図書館総合演習 2 
総単位数 27 単位 
 
 
2.1 「JLA 科目構成案」のカリキュラムの検討 
 「JLA 科目構成案」の総取得単位数は、A 案、
B 案共に 14 科目 27 単位であり、例えば司書資格
科目の 13 科目 24 単位と比較して、3 単位増であ
る。「JLA 報告書(案)」では、「既存の資格養成科
目をベースにしながら学校司書の専門性が認識で
きるような知識やスキルを身につけたことが証明
される資格を作るべきである」(p.17)、「既存の司
書資格、司書教諭資格に設定されている科目だけ
に限らず、教職課程まで範囲を広げ、場合に応じ
て、これらの資格や課程に含まれない独自の科目
についても検討対象とした」(p.17)、としてカリ
キュラム検討の基本方針を打ち出している。 
以下、A 案、B 案の順に検討を進める。 
 
2.2 「JLA 科目構成案」の A 案 
(1)「JLA 科目構成案」の A 案では、司書教諭
科目から、「学校経営と学校図書館」、「読書と豊か
な人間性」、「学習指導と学校図書館」の 3 科目 6
単位が選別されている。 
司書教諭科目は、全体は 5 科目 10 単位である。
「学校経営と学校図書館」はこの司書教諭科目群
の中で、総論・概論にあたる科目である。「読書と
豊かな人間性」、「学習指導と学校図書館」は共に、
児童・生徒及び教諭という利用者に対する科目で
ある。その中で、「読書と豊かな人間性」は、自発
的な読書に関連する科目であり、「学習指導と学校
図書館」は教科学習に関連する科目である。なお、
司書教諭科目の残りの「学校図書館メディアの構
成」、「情報メディアの活用」のテクニカル・サー
ビス関係の 2 科目の守備範囲は、A 案では司書科
目である「図書館情報資源概論」、「情報サービス
論」、「情報サービス演習」、「情報資源組織論」、「情
報資源組織演習」に委ねている。ただし、両科目
に関連して、学校図書館特有のトピックスや配慮
点などは、別途に補う必要があろう。 
   
(2)次に A 案では、司書科目から多くの選別を行
っている。 
 「図書館概論」、「図書館サービス概論」、「情報
サービス論」、「情報サービス演習」、「図書館情報
資源概論」、「情報資源組織論」、「情報資源組織演
習」、「図書館情報技術論」、「図書館施設論」(1 単
位)の 9 科目 17 単位である。 
  概説科目の「図書館概論」を始め、パブリック・
サービス系科目、テクニカル・サービス系科目が
多く採用されている。また、「情報サービス演習」、
「情報資源組織演習」の演習科目が 2 科目取り入
れられている。 
  「図書館施設論」(1 単位)を入れたのは、「JLA
報告書(案)」において、一般的に理解されている
学校図書館の「学習センター機能」 、「情報セン
ター機能」、「読書センター機能」の 3 機能に替え
て、学校図書館の役割として「教育的役割」、「情
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報提供の役割」、「場を提供する役割」に組み替え
たことから、「場を提供する役割」の反映と類推す
る。ただし、目的と役割の異なる公共図書館の「図
書館施設論」をもって、「学校図書館施設論」の代
替えに充てるのは無理がある。 
 
 (3) 教職科目群 
 教職科目群では、「教育原理」、「教育心理学」の
2 科目 4 単位が提案されている。「JLA 科目構成
案」では、教職科目の当該科目の選択事由が明ら
かではない。具体的な検討は、教職科目群を 4 科
目 8 単位採用した B 案を対象に行う。 
 
 (4) 独自科目群 
 A 案では、学校司書の独自科目群は存在しない。 
 
 以上が A 案の素描であるが、科目群からでなく
逆に資格取得者の側から見れば、実際には司書教
諭資格及び司書資格の両方を取得しようとする者
においては、A 案では、科目及び単位の読み替え
措置の結果、新たな科目履修を行わずに、学校司
書資格を取得できることになる。 
 「JLA 報告書(案)」の全体基調は、「学校司書は
学校図書館の運営全般に責任を持ち」(p.7、p.8)、
「学校司書は、図書館コレクションを形成し、学
校図書館に常駐して図書館を機能させ、児童生
徒・教職員に図書館サービスを提供する。また児
童生徒の自主的活動への支援や相談その他多様な
ニーズに柔軟に対応してその成長に貢献すると共
に、教師の授業づくりをサポートし、教育活動に
関わる専門職員」(p.11)、「学校司書は専門知識を
もって職務にあたる専門職員であり、単なる司書
教諭の補佐ではないと認識されることが不可欠」
(p.12)などのように、学校司書の専門性を強調し、
「将来望ましい専門職制度の要件として」、「専門
の職、専任の職、正規の職」(p.23)を望ましいと
し、さらに「別種の教育専門職」(p.23)を望んで
いる。しかし、初等中等教育において、教職課程
を修了していない「教諭」は制度上、存在しない8。 
 このように基調において学校司書の専門性を強
調的にとらえた「JLA 報告書(案)」が、A 案では、
司書教諭資格科目、司書資格科目の読み替えによ
って、自動的に資格付与が可能な科目体系を提唱
している。A 案は、JLA 学校図書館問題検討会の
自己矛盾のように見える。 
 一方、「学校図書館の整備充実に関する調査協力
者会議(第 5 回)」での「配布資料 3 学校図書館の
整備充実に係るこれまでの意見を踏まえた論点整
理(修正案)」では、「4 学校図書館の運営を支える
専門的人材について」において、「学校司書の要件
について、例えば、各地方公共団体等において以
下のいずれかを求めていく」として、学校司書資
格の類種を示している9。この類種を箇条書きに整
理して、次に示す。 
・司書教諭の資格保有者：学校司書としての採用
時等の要件を必要十分に満たす者 
・司書の資格保有者：「教育」に関する知識技能に
ついて研修等で補うことを前提とし、学校司書と
しての採用時等の要件を満たす者 
・現に学校図書館に勤務する者(非常勤の学校司書、
学校ボランティア等を含む)：「教育」及び「運営
管理」に関する知識技能を研修等で補うことを前
提としつつ、一定の経験等に基づき採用時等の要
件を満たす者 
 
 この協力者会議での学校司書資格の類種と照ら
し合わせれば、「JLA 科目構成案」の A 案は、司
書教諭資格&司書資格＝学校司書資格認定、の案
と読める。ここでは、学校図書館法の改正に伴う
早急な学校司書の全国配置の緊急性に鑑みた「現
実的な妥協策」、と理解しておきたい。ただし、こ
うした「現実的な妥協策」は時限措置であるべき
であり、3~5 年間程度に措置期間を限定すべきで
あろう。 
なお、同「論点整理(修正案)」では、「今後は、
大学における履修証明や地方公共団体の実施する
講習等の活用も考えられる」として、将来の学校
司書新規養成の方向性を示している。 
 
2.3 「JLA 科目構成案」の B 案 
「JLA 科目構成案」の B 案では、学校司書独自
の科目群が設定されている。 
(1)「JLA 科目構成案」の B 案では、司書教諭
科目から、「読書と豊かな人間性」、「学習指導と学
校図書館」の 2 科目 4 単位が抜粋されている。 
A 案にあった「学校経営と学校図書館」は、学
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校司書の独自科目「学校図書館総論」に代わって
いる。児童・生徒及び教諭という利用者に対する
科目である「読書と豊かな人間性」、「学習指導と
学校図書館」は共に残っている。また、司書教諭
科目の残りの「学校図書館メディアの構成」、「情
報メディアの活用」のテクニカル・サービス関係
の 2 科目の内容は、A 案と同じく司書科目である
「図書館情報資源概論」、「情報資源組織論」に委
ねている。ただし、両科目に関連して、学校図書
館特有のトピックスや配慮点などは、別途に補う
必要があろう。 
 
  (2)次に B 案では、司書科目から 4 科目 7 単位
の抜粋を行っている。「図書館情報資源概論」、「情
報資源組織論」、「図書館情報技術論」、「図書館施
設論」(1 単位)の 4 科目 7 単位である。 
 A 案で存在した概説科目の「図書館概論」は、
学校司書の独自科目「学校図書館総論」に吸収さ
れたと思われる。また、A 案にあった「図書館サ
ービス概論」、「情報サービス論」は、学校司書の
独自科目「学校図書館サービス・活動論」に吸収
されたと考えられる。 
 B 案で特に気がかりなのは、A 案にあった「情
報サービス演習」、「情報資源組織演習」の演習科
目の 2 科目が消えていることである。「専ら学校
図書館の職務に従事する職員」(学校図書館法第 6
条)である学校司書が、実践的な演習科目を履修せ
ず、概論、概説の講義科目のみで資格取得をする
ことへの憂慮である。 
 
 (3) 教職科目群 
 教職科目群では、「教育原理」、「教育心理学」、
「特別活動論」、「生徒指導・進路指導論」の 4 科
目 8 単位が採用されている。表 4 にまとめた。 
 
表 4 教職科目群 
教育の基礎理論に関
する科目(第三欄) 
内 容 
教育原理 
教育の理念並びに教育に関する歴
史及び思想 
教育心理学 
幼児・児童及び生徒の心身の発達及
び学習の過程(障害のある幼児・児
童及び生徒の心身の発達及び学習
の過程を含む) 
 
 
 
実践に必要な理論及び方法を
習得させるための科目群(第四
欄) 
内 容 
特別活動論 特別活動の指導論 
生徒指導・進路指導論 生徒指導の理論及び方法
 
B 案の教職科目群で特徴的なのは、「実際に必要
な理論及び方法を習得させるための科目群(第四
欄)に該当する科目が、2 科目 4 単位配されている
点である。 
この内、「特別活動論」は主として学校行事、生
徒会活動、クラブ・部活動などを柱としてきたが、
「学級経営と特別活動」の一貫として、朝の読書
活動(あさどく)や読み聞かせなども視野に入れて
のことであろう。 
また「生徒指導・進路指導論」は、児童生徒の
発達や今日的な問題を認識し、生徒指導や進路指
導の意義と方法について理解し、実践的方法を身
につけることを目的とする科目である。 
一方、「これからの学校図書館担当職員に求めら
れる役割・職務及びその資質能力の向上方策につ
いて(報告)」中の、「学校図書館担当職員の職務(イ
メージ図)」では、「教育指導への支援」に関する
職務」を、1) 教科等の指導に関する支援、2) 教
科等の指導に関する支援、3) 情報活用能力の育成
に関する支援として掲げている10。しかし、「生徒
指導・進路指導論」はこの 3 つの支援業務との対
応関係が明確ではない。 
逆に3つの「支援」と B 案の科目との対応関係
を考えてみる。「教科等の指導に関する支援」は、
教育の基礎理論に関する科目である「教育原理」、
「教育心理学」が対応していよう。「教科等の指導
に関する支援」には、「特別活動論」が考えられる。
また、「情報活用能力の育成に関する支援」には、
多くの司書関係科目の対応が考えられる。 
 
 (4) 独自科目群 
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B 案では、学校司書の独自科目群は、「学校図書
館総論」、「学校図書館サービス・活動論」、「学校
図書館特論」、「学校図書館総合演習」の 4 科目 8
単位が設けられた。この内、「学校図書館総論」は、
学校司書課程科目全体の概論であり、学校図書館
を学習する導入科目でもある。また、「学校図書館
サービス・活動論」は、A 案での「図書館サービ
ス概論」、「情報サービス論」の振替科目と考えら
れる。 
「JLA 科目構成案」では、「学校図書館特論」、
「学校図書館総合演習」の内実は示されていない
が、現在の司書課程科目「図書館基礎特論」、「図
書館総合演習」の学校図書館版と類推される11。 
 
2.4 「JLA 科目構成案」のカリキュラムでの不足 
部分 
「JLA 報告書(案)」の B 案についてさらに考察
を進める。B 案では、メディア情報リテラシー、
及び、コミュニケーション・スキルの必要性を強
く提起しているが、「JLA 科目構成案」ではこの 2
つの能力を形成する科目展開が見当たらない。共
に、前半の基調部分では強調されている項目であ
る。 
 2020 年度から開始予定の新学習指導要領を見
据えた、アクティブ・ラーニングの視点に立った
深い学び、対話的な学び、主体的な学びの表現に
対応する基本的な能力の涵養が必要ではないだろ
うか12。 
 ただし、全体にこれ以上の科目増・単位像は考
えにくいので、全体の中での調整が必要である。 
 
2.4.1 「メディア情報リテラシー」に関する科目 
「JLA 報告書(案)」の中で「教育的役割には、
メディア情報リテラシー、探究的な学習、教科の
授業や総合学習などにおける活動もあれば、日常
的な図書館利用のなかで図書館の理念や役割を伝
える活動もある。」(p.4)と、ユネスコの「Media and 
Information Literacy Policy and Strategy 
Guidelines」13を紹介はしているが、このガイド
ラインを参考にした具体的な科目展開はない。 
 
2.4.2 資料組織や情報サービス関係の実習科目の 
欠落 
B 案では、資料組織や情報サービス関係の実習
科目がない。「JLA 報告書(案)」は、「学校図書館
の運営面では、学校司書が専門職として専門性を
生かして主たる担当者」(p.11)、「学校司書は専門
知識をもって職務にあたる専門職員」(p.12)とし
た。しかし、「JLA 科目構成案」には、資料組織
や情報サービス関係の概論があるのみで、対応し
た演習科目がない。学校司書は一人職場が多く践
的な職務能力が要求される。 
「JLA 科目構成案」では座学のみであり、いわ
ば「畳の上の水練」の危惧が残る。 
 
３．学校司書養成のその他の諸案の検討 
筆者等は昨年度に学校司書養成と研修について
の諸案を検討した14。本章では、日本学校図書館
学会案について簡単に再掲すると共に、その後に
提案された「塩見案」、「日本図書館研究会図書館
学教育研究グループ 2016 案」、「桑田案」、「愛知
淑徳大学学校司書養成プログラム」について検討
を行う。 
 
3.1 日本学校図書館学会案 
 日本学校図書館学会は、『学校司書の資格と養
成・研修』(以下『報告書』)を作成している15。 
  『報告書』では、学校司書第 I 種資格(４年制大
学にて取得)56 単位、学校司書第 II 種資格(短期大
学にて取得)42 単位を提起している。ただし、こ
の総単位数には、「人文・自然・社会などに関わる
基本的な知識」に関する科目を含んだ総単位数で
ある。実際にはこれらの科目群は、1993 年の大学
設置基準改正前の、大学等における一般教育科目
であると類推される。『報告書』は学校司書養成の
カリキュラム構想の具体化として、別表において
「学校司書養成カリキュラム案」を提示している。
ただし、「人文・自然・社会などに関わる基本的な
知識」に関する科目については、言及していない。   
しかし、これらの案は例えば司書資格 13 科目
24 単位等と比して、余りに過大な要求であること、
また、日本学校図書館学会案については、既に別
途に検証したことなどから、ここでは改めての検
討を省略する16。 
 
3.2 塩見案 
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塩見昇は、2015 年 8 月 30 日、日本図書館研究
会研究委員会と同学校図書館研究グループが共催
したワークショップ「学校図書館専門職員制度化
の課題について考える」において、グループワー
クに入る前に論点整理を行った。その中で、参考
として私案「学校司書養成教育カリキュラム（塩
見案）」を提示している17。 
表 5 はその塩見案である。他の案と比較しやす
くするために塩見案の順序を入れ替え改変した。 
 なお、一部科目名が現行司書課程等と異なる場
合があり、合致すると類推される課程に入れた。 
 
表 5 塩見案 
課程   科目 単位
司書 
必修 
図書館概論 2 
情報サービス・演習 2 
資料組織法・演習 2 
選択 
生涯学習概説 2 
図書館史 2 
図書館（情報）ネット
ワーク 
2 
司書教諭 必修 
学校経営と学校図書館
（学校図書館概論） 
2 
学習指導と学校図書館 2 
読書教育 2 
教職 
必修 
教育総論 2 
教育心理学 2 
教育方法・授業論 2 
選択 教育制度・法制 2 
学校司書 
必修 
学校図書館サービス論 2 
学校図書館資料論 2 
選択 
子ども文化論 2 
著作権 2 
学校図書館実習 2 
総単位数 24 単位（選択 1 科目 2 単位又は 2 科目 2 単
位） 
 
 「塩見案」では、資料組織演習及び情報サービ
ス演習の両方がある点は、実践的な学校司書養成
の基礎として評価したいが、概説及び演習で 2 単
位(通常、半期 15 コマ)は、無理があろう。 
 ただし、全体の単位数を司書課程に併せて 24
単位とし、かつ、学校司書独自科目を配する中で
の妥協措置であろう。 
 
3.3 日本図書館研究会図書館学教育研究グル  ー
プ 2016 案 
 日本図書館研究会図書館学教育研究グループは
改めて、「学校司書養成カリキュラム 2016」(以下、
「グループ 2016 案」)を提起している18。必修 14
科目 27 単位、選択 2-3 科目 3 単位の合計 30 単位
が望ましいことを明言している。下表に科目と単
位を記す。 
 
表 6 「グループ 2016 案」 
課程   科目 単位 
司書 必修 
図書館概論 2 
図書館情報技術論 2 
情報サービス論 2 
情報資源組織論 2 
情報資源組織演習 2 
司書教諭 必修 読書と豊かな人間性 2 
教職 
必修 
教育原理 2 
生徒指導・進路指導論 2 
教育心理学 2 
特別活動論 2 
選択 特別支援教育基礎論 2 
学校司書 必修 
学校図書館概論 2 
学校図書館サービス
論 
2 
学校図書館サービス
演習 
1 
学校図書館情報資源
論 
2 
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選択 
学校図書館特別論（学
校図書館実習・学校図
書館施設論・学校図書
館制度・学校図書館
史・学校図書館総合演
習など） 
各1 複
数選択
可 
総単位数 30 単位（選択科目から 3 単位以上選択） 
 
前回（2015 年）のグループ案では 38 単位とし
ていたが、8 単位が縮約されることになる。 
教職 4 科目は「JLA 科目構成案」の B 案と同
じである。また、選択科目であるが、教職科目に
「特別支援教育基礎論」を入れている。 
 
3.4 桑田案 
 桑田てるみは、私案として学校司書養成のプロ
グラムを提示している19。表 7 は他の案と比較し
やすくするために桑田案の順序を入れ替え改変し
た。 
 
表 7 桑田案 
課程  科目 単位
司書 必修 
生涯学習論 2 
図書館概論 2 
図書館情報技術論 2 
図書館サービス概論 2 
図書館情報資源論 2 
情報資源組織論 2 
情報サービス論 2 
教職 必修 
教育原理 2 
生徒指導論 2 
教育心理学 2 
教育方法論 2 
教職論 2 
読書指導法 2 
探求学習指導法 2 
学校司書 必修 
学習支援特論 2 
読書支援特論 2 
学校図書館メディア論 2 
学校図書館概論 2 
学校図書館サービス概論 2 
学校図書館教育論 2 
学校図書館総合演習 2 
総単位数 42 単位 
 
 桑田案では、総単位数は21科目42単位となり、
司書課程と比較すると単位数が 2倍近くあり、「希
望的な科目群」の考察に留まり、実際の大学等の
資格課程への組み込みの検証要素が乏しい。 
 
3.5 愛知淑徳大学学校司書養成プログラム 
愛知淑徳大学では、2016 年度より専修制が導入
され、図書館情報学専修において学校司書養成
（School Media Specialist）プログラムが導入さ
れている。愛知淑徳大学の取り組みは学校司書養
成へ向けて他の大学よりも一歩先に進んだ様子が
伺える。 
表 8 はそのプログラムである。なお、掲載図表
は他の案と比較しやすいように、科目順序を著者
が改変した。 
 
表 8 愛知淑徳大学学校司書養成プログラム 
課程
司書課程省令科
目名 
  
人間情報学科専
門科目名 
単
位
司書
生涯学習概論 
必修 
生涯学習論 2
図書館概論 
図書館システム
概論 
2
図書館制度・経営
論 
社会情報システ
ム論 
2
図書館情報技術
論 
情報処理論 2
図書館サービス
概論 
情報サービス論
Ⅰ 
2
情報サービス論 
情報サービス論
Ⅱ 
2
情報資源組織論 2
児童サービス論 児童サービス論 2
情報サービス演
習 
学術情報検索演
習 
2
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情報検索演習 2
図書館情報資源
概論 
情報メディア論 2
情報資源組織論 
リソースアクセ
ス管理論 
2
主題分析論 2
情報資源組織演
習 
リソースアクセ
ス管理演習 
2
主題分析演習 2
図書・図書館史 
選択 
情報コミュニケ
ーション史 
2
図書館情報資源
特論 
学術情報メディ
ア論１（医学情
報） 
2
図書館基礎特論 
デジタルアーカ
イブズ論 
2
図書館サービス
特論 
音楽情報サービ
ス入門 
2
図書館実習 図書館実習 2
学校
専門
※学
校司
書） 
  
必修 
メディア論入門 2
  情報利用論 2
  情報探索行動論 2
  学習メディア論 2
司書
教諭 
学校経営と学校
図書館 
必修 
学校経営と学校
図書館 
2
総単位 必修 40単位 ＋ 選択20 
 
 
 愛知淑徳大学の学校司書養成プログラムは現行
カリキュラムを出来るだけ取り入れ、新たな教科
は学校専科（所謂学校司書課程）にある「メディ
ア論入門」、「情報利用論」、「情報探索行動論」、「学
習メディア論」の 4 科目 8 単位のみであり、学生
が取得しやすいように考慮されている。 
しかしながら、この学校司書養成プログラムを
企画・提案等している伊藤自身も述べているが、
教職関係の科目が組み込まれていない点には改善
が必要であろう。 
また「児童サービス論」については、文科省が
「司書講習において読み替えられる学修を指定す
る告示において、司書教諭講習のうち「読書と豊
かな人間性」を児童サービス論に読み替えられる
よう現在告示を整備中です。この告示は、大学に
おける科目の読み替えを指定するものではありま
せんが、大学の判断により、相互乗り入れして開
講することは考えられます。」21としているものの、
本来、「児童サービス論」は乳幼児期からの公立図
書館における読書支援サービスを基本とするため、
学校教育上の読書教育・読書教育支援ということ
を考慮すると「読書と豊かな人間性」の方が理に
適っているのではなかろうか22。 
なお、この学校司書養成プログラムは、同大学
の人間情報学部人間情報学科図書館情報学専修に
おけるSMS(School Media Specialist)プログラム
であり、一般的な学校司書養成課程としては、導
入するのに困難がある。ゆえに以降では、検討対
象から除く。 
 
3.6 科目数、単位数 
 「JLA 科目構成案」は 14 科目 27 単位、「日本
学校図書館学会案」は第 I 種 56 単位、第 II 種 42
単位(ただし共に、旧一般教育科目を含む)、「塩見
案」は 12 科目 24 単位(必須 11 科目 22 単位、選
択 1 科目 2 単位)である。 
  また、「グループ 2016 案」は必須 14 科目 27
単位、選択 3 科目 3 単位の合計 27 科目 30 単位で
あり、「桑田案」は必須 21 科目 42 単位である。 
 参考数値であるが、司書資格取得に必要なのは、 
12 科目 24 単位であり、司書教諭 5 科目 10 単位
である。 
諸資格のバランスから考えて、多くの試案は過
大な単位要求をしている。 
 
3.7 司書教諭科目との関係 
(1) 「JLA 科目構成案」は独自科目として「学
校図書館総論」を置き、これに替えている。「塩見
案」は、司書教諭科目の概論科目である「学校経
営と学校図書館」を採用し、さらに生徒への指導・
サービスを意識した「学習指導と学校図書館」、「読
書と豊かな人間性」(塩見案では「読書教育」)を
採用している。 
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「グループ 2016 案」は「読書と豊かな人間性」
のみを採用し、「桑田案」では司書教諭科目からの
採用はなく、学校司書独自科目を多く提案してい
る。 
 
(2)司書教諭科目の「学校図書館メディアの構
成」、「情報メディアの活用」の 2 科目は、「JLA
科目構成案」は採用せず、司書科目「図書館情報
資源概論」、「情報資源組織論」に委ねている。「塩
見案」では、司書科目として「資料組織法・演習」
を置き、学校司書独自科目の「学校図書館サービ
ス論」を置いている。同様に、「グループ 2016 案」
も司書科目から「情報資源組織論」、学校司書独自
科目に「学校図書館メディア論」を配している。 
 
3.8 教職関係科目 
 4 案共に共通しているのは、「教育原理」（塩見
案は「教育総論」と称している。）のみである。「教
育心理学」、「生徒指導・進路指導論」が、「JLA
科目構成案」、「グループ 2016 案」、「桑田案」で
共通である、「教育方法・授業論」が、「塩見案」、
「桑田案」で共通している。他の科目は個々に分
散している。 
 各案いずれも教職科目の選択事由が明示されて
いないので、これ以上の考察を止める。 
 
3.9 独自科目 
 独自科目については、概ね上記までに論述して
きた司書教諭科目、司書科目、教職科目のいわば
裏返しであるので、ほぼ言及はすんでいる。ここ
ではただ新設提案の科目について素描をしておき
たい。 
(1)学校図書館サービス関係科目 
学校図書館のサービスや活動については、各案
共に「学校図書館サービス・活動論」、「学校図書
館活動論」、「学校図書館サービス論」、「学校図書
館サービス概論」とほぼ類似科目が提案されてい
る。 
 
(2)実習科目 
「JLA 科目構成案」では、「学校図書館総合演
習」という科目があり、「塩見案」では「学校図書
館実習」という科目が設定されている。また、同
様に「グループ 2016 案」では「学校図書館実習」、
「桑田案」には「学校図書館総合演習」が設定さ
れている。 
共に、学校図書館現場での実習経験科目と類推
される。ただし、実習科目は 15 コマ 1 単位、30
コマ 2 単位である。学校図書館現場での 1 日の実
習を 4 コマと換算すると、いずれも 2 単位で設定
されているので、ほぼ 8 日間の実務研修である。 
 実習を受け入れる学校図書館現場は、ほとんど
が一人職場であり、またフル勤務体制にない学校
図書館も数多い。実際に研修場所を安定的に確保
できるのであろうか。 
 
４．「JLA 報告書(案)」の立ち位置 
JLA は「JLA 報告書(案)」とは別に、「学校図
書館の整備充実に係るこれまでの意見を踏まえた
論点整理(案)に対する意見」(以下、「JLA 意見」)
を、「協力者会議」)に提出している23。 
「協力者会議」の第 5 回議事録によれば、「JLA
意見」は審議対象の「資料」ではなく、「参考資料」
として配布され、会議の冒頭部分で「審議のご参
考にしていただければ…」(事務局)、「それでは、
本日の議事の本題に移りたいと思います」(堀川座
長)、という位置付けで数分の事務局説明の対象と
されたのみである24。 
 また、第 5 回「協力者会議」25では、次のよう
に審議が予定、進行している。5 月、6 月、7 月と
残り 3 回程度を予定。5 月は図書館資料の話、6
月は学校図書館の運営の在り方についての審議を
行う。 
 一方、「学校司書の資格・養成等に関する作業部
会」(以下、「作業部会」)の設置が了承されている
26。さらに、資料 1「本調査研究協力者会議の今
後の進め方について(案)」が示され、了解されて
いる。進行予定では、新設の「作業部会」は、審
議を 6 月、7 月の 2 回開催予定である。なお、第
1 回「作業部会」が 6 月 19 日に開催されている。 
「作業部会」の議事録によると27、資料 9 として
「JLA 報告書(案)」が配布され、事務局より概要
説明がされている。しかし、この「JLA 報告書(案)」
をめぐる論議はされていない。 
そして 7 月に「協力者会議」において「学校司
書の資格・養成等に関する作業部会からの報告と
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審議」が議題にあり、その後、「審議のまとめ」へ
と予定されている。なお、「協力者会議」、「作業部
会」共に、8 月に予備日が設けられている28。 
これらの「協力者会議」、「作業部会」の日程を
勘案すると、「JLA 報告書(案)」が求めるパブリッ
ク・コメントの 7 月 15 日という期限は、遅きに
失するのではないだろうか。 
 
５．初等中等教育と各種行政施策 
例えば、「教育の強靭（じん）化に向けて（文部
科学大臣メッセージ）について」（平成 28 年 5 月
10 日）では「本年度(2016 年度)中に学習指導要
領を改訂し、(高等学校は来年度改訂)、2020 年か
ら順次実施」と明記されている29。初等中等教育
を巡る多くの審議会、懇話会、調査検討協力者会
議等は、このタイムスケジュールの中で進行して
いる。 
これら一連の行政施策、行政文書群の中で、教育
の情報化が推進され、学校図書館・学校司書の位
置取りも決まっていく。逆には、学校司書の養成
カリキュラム、研修内容のみに拘泥していては、
「木を見て森を見ず」に陥るのではないだろうか。 
 なお、これらの背景となる 2014 年 6 月「学校
図書館法の一部を改正する法律」等の動向につい
ては、若干の長文であるが、注で既論文から再掲
しておく30。 
 
６．2020 年度からの新学習指導要領等 
 いずれにせよ、学校司書の資格構成についても、
政府の IT 等戦略方針、中教審等の答申等、初等
中等教育の今後に大きな影響を及ぼす諸事項に目
配りをした上での検討が重要である。 
 2010 年 5 月 11 日、高度情報通信ネットワーク
社会推進戦略本部は、「新たな情報通信技術戦略」
を決定し、「情報通信技術を活用して、i) 子ども
同士が教え合い学び合うなど、双方向でわかりや
すい授業の実現、ii) 教職員の負担の軽減、iii) 児
童生徒の情報活用能力の向上が図られるよう、21
世紀にふさわしい学校教育を実現できる環境を整
える」とした31。 
 2011 年 4 月 28 日に文部科学省は、「教育の情
報化ビジョン～21 世紀にふさわしい学びと学校
の創造を目指して～」を公表し、「情報活用能力の
育成」、「学びの場における情報通信技術の活用(特
別支援教育における情報通信技術の活用を含む)」、
「校務の情報化」を 3 本の柱として示している32。 
 一方、2015 年 8 月 26 日に中央教育審議会教育
課程企画特別部会は、「論点整理」を公表し、児童
生徒に対して育成すべき資質・能力について、資
質・能力の要素を「i) 何を知っているか、何がで
きるか(個別の知識・技能)」、「ii) 知っていること、
できることをどう使うか(思考力・判断力・表現力
等)」、iii) 「どのように社会・世界と関わり、よ
りよい人生を送るか(学びに向かう力、人間性等)」
と示した。 
 そして次期学習指導要領等について、「次期学習
指導要領等の構造化の在り方」、「アクティブ・ラ
ーニングの意義」を論じ、理念を実現するための
方策として、「カリキュラム・マネジメントの重要
性」を提起した33。 
  また、2015 年 12 月 21 日に中央教育審議会は、
「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学
校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策
について(答申)」34、「チームとしての学校の在り
方と今後の改善方策について(答申)」35の 2 つの答
申を発表した。 
 前者は、「時代の変化に伴う学校と地域の在り方
について」を問題提起し、「これからのコミュニテ
ィ・スクールの在り方」、「地域の教育力の向上と
地域における学校との協働体制の在り方」につい
て提起をしている。 
 後者は、「チームとしての学校が求められる背景」
を取り上げ、「チームとしての学校を実現するため
の 3 つの視点」を、「① 専門性に基づくチーム体
制の構築」、「② 学校のマネジメント機能の強化」、
「③ 教職員一人一人が力を発揮できる環境の整
備」を提起した。 
また、2016 年 4 月 8 日、「2020 年代に向けた教
育の情報化に関する懇談会」は、「中間取りまとめ」
を公表した36。「2020 年代の教育の情報化の目指
すもの」として、「グローバル化や急速な情報化な
ど社会の変化が激しく、将来の変化を予測するこ
とが困難な時代を前に、子供たち一人一人が自ら
の可能性を最大限に発揮し、よりよい社会と幸福
な人生を自ら作り出していくことが重要である。
子供たちには、何が重要かを主体的に考え、他者
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と協働しながら新たな価値の創造に挑むとともに、
新たな問題の発見・解決に取り組んでいくことが
求められる。子供たちが自らの人生や社会をより
よく変えていくことができるという実感を持つこ
とは、未来に向けて進む希望と力を与えることに
つながる。そのため、いかに教員の指導力を向上
させ、子供の資質・能力を高めるか、そのために
必要な環境は何かといった、あるべき教育現場の
姿をふまえ、2020 年代に向けた教育の情報化を 
推進する。」とした。 
さらに、「「デジタル教科書」の位置付けに関す
る検討会議」では、「中間まとめ」を公表している。
「デジタル教科書に関する基本的な考え方」、「デ
ジタル教科書の導入に伴う関係制度の方向性」、
「デジタル教科書を取り巻く環境の整備」が主な
内容である37。 
 
6.1 学校図書館の整備充実に関する調査研究協力
者会議の審議日程 
 「協力者会議」は、2015 年 8 月 26 日に第 1 回
が開催されている。以降、2016 年 5 月 26 日の第
5 回まで都合 5 回の開催があった。先に見たよう
に残り 2回程度で審議のまとめが行われようとし
ている。 
 前述の通り、第 5 回「協力者会議」で設置が決
まった「作業部会」の審議日程は、2 回のみの設
定である。親会議である「協力者会議」は、5 月
の第 5 回は「図書館資料について」、6 月第 6 回は
「学校図書館の運営の在り方について」、7 月開催
予定の第 7 回において、議題の「学校司書の資格・
養成について」の「作業部会」の報告を審議し、
さらに協力者会議の「全体まとめ(報告)」を行う
日程である38。パブリック・コメントの募集期間
も見受けられない。 
2014 年 6 月の学校図書館法改正、2015 年 8 月
の「協力者会議」の発足、2016 年 4 月の新法施
行と歩んできた。上記でスケッチした国家戦略レ
ベルでの ICT 推進施策、それを受けた文部科学省
の教育の情報化施策の推進という大きな枠組みと
2020 年度より始まる新学習指導要領をめぐるタ
イムスケジュールの中では、2017 年度予算の概算
要求への流れもあるのであろう。しかし、余りに
も「前のめり」の姿勢と感じるのは杞憂であろう
か。 
 
７．さいごに 
 本稿では、「JLA 報告書(案)」の中で示された
「JLA 科目構成案」に焦点を当てて、考察を進め
た。ただ、「本命」は、「協力者会議」の最終報告
である。 
 本稿において、「JLA 報告書(案)」を軸に、各種
の案を比較考察した。しかし、例えば、「司書資格
取得のために大学において履修すべき図書館に関
する科目の在り方について(報告)」の「別紙 2 司
書資格取得のために大学において履修すべき図書
館に関する科目 [13 科目 24 単位]」 にあるよう
な「概要」と主な「柱建て」が示されなければ、
実際の科目内容は推定の域を出られない。 
 「学校図書館の整備充実に関する調査研究協力
者会議」の「報告」においては、科目名だけでな
く科目ごとの「概要」と主な「柱建て」を示すこ
とを強く望みたい。 
この同協力者会議(報告)については、稿を改め
て取り上げたい。 
 なお、末尾になりましたが、日本図書館協会学
校図書館職員問題検討会及び、本稿で検討対象と
させていただいた団体等に深い感謝を申し上げま
す。併せて、関係各位のご努力が学校図書館の整
備充実に少しでもつながることを祈念いたします。 
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「学校図書館職員問題検討会報告書(案)」につい
ての意見 
2016 年 6 月 15 日に公表の「学校図書館職員問
題検討会報告書(案)」(以下、「報告書(案)」)は、A
案(既存科目のみ)及び B 案(既存科目＋独自科目)
の 2 つの学校司書養成案を提示した。 
「報告書(案)」の全体基調は、「学校司書は学校
図書館の運営全般に責任を持ち」(p.7、p.8)、「学
校司書は、図書館コレクションを形成し、学校図
書館に常駐して図書館を機能させ、児童生徒・教
職員に図書館サービスを提供する。また児童生徒
の自主的活動への支援や相談その他多様なニーズ
に柔軟に対応してその成長に貢献すると共に、教
師の授業づくりをサポートし、教育活動に関わる
専門職員」(p.11)、「学校司書は専門知識をもって
職務にあたる専門職員であり、単なる司書教諭の
補佐ではないと認識されることが不可欠」(p.12)、
と、学校司書の専門性を強調し、「将来望ましい専
門職制度の要件として」、「専門の職、専任の職、
正規の職」(p.23)を望ましいとし、「教育専門職」
(p.23)を望んでいる。 
 このように基調において学校司書の専門性を強
調した「報告書(案)」が、A 案では、司書教諭資
格科目、司書資格科目の読み替えによって、資格
取得が可能な科目体系を提示するのは自己矛盾の
ように見える。ここでは、早急な学校司書の全国
配置の緊急性に鑑みた「現実的な妥協策」、と理解
しておきたい。ただし、こうした「現実的な妥協
策」は時限措置であるべきであり、3~5 年間程度
に限定すべきである。 
 B 案は、既存科目＋独自科目の案である。「報告
書(案)」では、メディア情報リテラシー、及び、
コミュニケーション・スキルの必要性を強く提起
しているが、B 案ではこの 2 つの能力を形成する
科目が見当たらない。また、「報告書(案)」は、「学
校図書館の運営面では、学校司書が専門職として
専門性を生かして主たる担当者」(p.11)、「学校司
書は専門知識をもって職務にあたる専門職員」
(p.12)とした。しかし、B 案は、資料組織や情報
サービス関係の概論があるのみで、対応した演習
科目がない。学校司書は一人職場で実践的な職務
 
能力が要求される。座学のみでは、「畳の上の水練」
の危惧が残る。教職 4 科目の選択事由も明記すべ
きである。ただし、現状で14科目27単位であり、
これ以上の科目・単位増は現実的でなく、全体で
の調整が必要。 
 検討会の構成員は開示されていないが、公開す
べきである。 
 
2016 年 7 月 15 日 
川瀬綾子      京都精華大学 
北 克一      相愛大学 
西尾純子      龍谷大学      
森美由紀      梅花女子大学    
 
7 日本図書館協会図書館学教育部会2013年12月
14 日「『学校司書』のちからを考える」配布資料 
日本学校図書館協会 『日本学校図書館学会会報』
第 35 号 2015 年 3 月 p.5-8 
8 また、2007（平成 19）年 6 月に「教育職員免
許法」が改正され、2009（平成 21）年 4 月 1 日
から「教員免許更新制」が導入された。原則とし
て、有効期間満了日（修了確認期限）の 2 年 2 ヶ
月前から 2 ヶ月前までの 2 年間で、「免許状更新
講習」を受講・修了し、都道府県教育委員会（免
許を管理している組織）に申請しなければならな
い。免許状更新講習では、文部科学大臣が認定し
た大学等で年度ごとに開講されます。この講習で
は合計 30 時間以上の科目を受講・修了すること
になる。 
 このように司書等と異なり、教員免許更新制の
対象となる。実現には、教員免許法の改正や図書
館法の改正などを伴うが、果たしてこれらの点に
ついて真摯な検討が行われたのであろうか。 
9 文部科学省「学校図書館の整備充実に関する調
査研究協力者会議（第 5 回） 配付資料  資料 3 
学校図書館の整備充実に係るこれまでの意見を踏
まえた論点整理（修正案）」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shotou/115/shiryo/attach/1372287.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
10 学校図書館担当職員に求められる役割及びそ
の資質の向上に関する調査協力者会議『これから
の学校図書館担当職員に求められる役割・職務及
52
 
びその資質能力の向上方策について(報告)』平成
26 年 3 月, p.10. 
11 これからの図書館の在り方検討協力者会議「司
書資格取得のために大学において履修すべき図書
館に関する科目の在り方について（報告）」(平成
21 年 2 月)の「(別紙 2)  司書資格取得のために大
学において履修すべき図書館に関する科目一覧 
[13 科目 24]単位」では、「図書館基礎特論」、「図
書館総合演習」は、次のように示されている。 
 図書館基礎特論：必須の各科目で学んだ内容を
発展的に学習し、理解を深める観点から、基礎科
目に関する領域の課題を選択し、講義や演習を行
う。 
 図書館総合演習：必須の各科目で学んだ内容を
発展的に学習し、理解を深める観点から、少人数
を対象に、研究指導や論文指導あるいは見学会・
講演会等も組み合わせた総合的な演習を行う。 
12 例えば、「教育の強靭（じん）化に向けて（文
部科学大臣メッセージ）について」（平成 28 年 5
月 10 日）。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/05/
1370648.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
 教育課程企画特別部会「中央教育審議会教育課
程企画特別部会における論点整理について(報告)」 
平成 27 年 8 月 26 日 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/
chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2015/09/29
/1362371_2_1_1.pdf  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
13 Communication and Information 
04.03.2014 - Communication & Information 
Sector 
UNESCO Releases Media and Information 
Literacy Policy and Strategy Guidelines 
In the evolving knowledge societies of today, 
some people are overloaded with information, 
others are starved for information. Everywhere, 
people are yearning to freely express 
themselves, to actively participate in 
governance processes and cultural exchanges.   
Media and information literacy (MIL) provides 
all citizens with critical competencies to survive 
 
in the 21 Century. 
Recognizing that to achieve MIL for all will 
require national policies, UNESCO has 
published Media and Informational Literacy 
Policy and Strategy Guidelines. 
This comprehensive MIL Policy and Strategy 
Guidelines resource is the first of its kind to 
treat MIL as a composite concept, unifying 
information literacy and media literacy.    
These guidelines offer a harmonized approach, 
which in turn enables stakeholders to 
articulate more sustained national MIL policies 
strategies, describing both the process and 
content to be considered. 
As Professor Ulla Carlsson, Director of the 
Nordic Information Centre of Media and 
Communication Research, notes in her Preface, 
“this publication is of vital importance toward 
improving efforts to promote MIL on national 
and regional levels”. 
Without MIL policy and strategy, disparities 
are likely to increase between those who have 
and those who do not have access to 
information, enjoy or not freedom of expression, 
and are able or not to critically engage in 
modern governance and a connected world 
which are powered by information, media and 
technology. 
The Guidelines is divided in two parts. Part 1, 
MIL Policy Brief, is designed for policy or 
decision makers and can serve as a summary of 
the publication. Part 2 is divided into several 
comprehensive chapters and covers the 
following topics: 
・how to enlist MIL as development tool; 
・conceptual frameworks for MIL policies and 
strategies; and 
・model MIL policy and strategies that can be 
adapted by countries globally. 
This new publication is part of a 
comprehensive MIL Toolkit being developed by 
UNESCO in cooperation with its partners. The 
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full MIL Toolkit will include: 
・MIL Curriculum for Teachers (already 
produced and available here); 
・Global MIL Assessment Framework (already 
produced and available here); 
・Guidelines for Broadcasters to promote MIL 
and User-Generated Content (already produced 
and available here); 
・an online multimedia MIL teaching resources 
tool; and 
・model online MIL and intercultural dialogue 
courses (one is already developed and available 
here. 
http://www.unesco.org/new/en/communicatio
n-and-information/resources/news-and-in-focus
-articles/all-news/news/unesco_releases_media_
and_information_literacy_policy_and_strategy_
guidelines/#.V2NEn7uLSUl  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
14 川瀬綾子、北克一「学校司書養成と学校司書研
修についての諸案の検討」『情報学＝Journal of 
Informatics』12(2), 2015, p.124-134. 
http://creativecity.gscc.osaka-cu.ac.jp/JI/articl
e/view/749/727  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
15 日本学校図書館学会は、「学校司書の資格、養
成・研修の在り方に関する研究会」を設置し、「養
成カリキュラム」と「研修プログラム」の 2 分科
会を設け、報告書『学校司書の資格と養成・研修』
を上梓している。平成 27 年 3 月 31 日, 14p. 
16 同 14) 
17 塩見昇は、「学校司書養成教育カリキュラム(案)」
を示して、「総単位数を司書に必要な 24 単位と合
わせる。それ以上とすることも、以下とすること
も理由は立たないし、現実的でない。」と主張して
いる。「ワークショップ報告」『図書館界』67(5), 
2016.1, p.323. 
18 岡田大輔、頭師康一郎、川原亜希世「学校司書
養成カリキュラムについての各科目の内容の検討」
『図書館界』68(2), 2016.7, p.116-123. 
19 桑田てるみ「新しい学校図書館像の構築と専門
職養成に関する一考察－学校図書館法改正を受け
て再考する－」『現代の図書館』53(3), 2015 
 
年 p.113-119. 
20 当該論文では、選択科目の科目数、単位数は明
記されていない。 
「学校司書の資格・養成等に関する作業部会（第
1 回）」の配布資料８「（堀川部会長御提出資料）
カリキュラム案一覧」のでは、しいとするならば、
42 単位となります。必修科目 40 単位、選択 1 科
目 2 単位として、42 単位としている。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shotou/115/115_1/shiryo/__icsFiles/afieldfile/201
6/06/27/1373185_04.pdf  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
21 文部科学省「改正司書養成科目に関する Q&A」 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/gaku
gei/shisyo/1283540.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
22 なお、文科省では、「読書と豊かな人間性」の
「ねらい」を「児童生徒の発達段階に応じた読書
教育の理念と方法の理解を図る」とし、「内容」で
は「1.読書の意義と目的 2.読書と心の教育（読書
の習慣形成を含む） 3.発達段階に応じた読書の指
導と計画 4.児童・生徒向け図書の種類と活用（漫
画等の利用方法を含む） 5.読書の指導方法（読み
聞かせ、ストーリーテリング、ブックトーク等） 6.
家庭、地域、公共図書館等との連携」としている。 
一方の「児童サービス論」では、「ねらい」を「児
童（乳幼児からヤングアダルトまで）を対象に、
発達と学習における読書の役割、年齢層別サービ
ス、絵本・物語等の資料、読み聞かせ、学校との
協力等について解説し、必要に応じて演習を行う。」
とし、「内容」では、「1.発達と学習における読書
の役割 2.児童サービスの意義（理念と歴史を含む）
3.児童資料（絵本）4.児童資料（物語と伝承文学、
知識の本）5. 児童サービスの実際（資料の選択と
提供、ストーリーテリング、読み聞かせ、ブック
トーク等）6. 乳幼児サービス（ブックスタート等）
と資料7. ヤングアダルトサービスと資料8. 学習
支援としての児童サービス（図書館活用指導、レ
ファレンスサービス）9. 学校、学校図書館の活動
（公立図書館との相違点を含む）10. 学校、家庭、
地域との連携・協力」としている。 
23 「学校図書館の整備充実に係るこれまでの意見
を踏まえた論点整理（案）に対する意見」
2016/05/10 
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http://www.jla.or.jp/demand/tabid/78/ItemId/
2877/Default.aspx 
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
 なお、同意見の作成過程は公表されていない。 
24 「学校図書館の整備充実に関する調査研究協力
者会議(第 5 回)議事録」p.3-4.  
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
115/gijiroku/1372446.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
  事務局説明直後の堀川座長の発言、「それでは、
本日の議事の本題に移りたいと思います」は、如
実な「JLA 報告書(案)」に対する同会議の「態度」
表明であろう。 
 審議経過の後先はあろうが、「JLA 報告書(案)」
に対する「意見募集期間 2016年6月15日（水）
～7 月 15 日（金）」に対して、2016 年 5 月 26 日
開催の協力者会議に資料として提出されている事
態も、JLA の基本方針として不明瞭である。 
25 第 5 回「協力者会議」議事録、p.2. 
  及び、次の配布資料を参照。 
 資料 1 本調査研究協力者会議の今後の進め方
について（案） 
資料 2 学校司書の資格・養成等に関する作業部
会の設置について（案） 
資料 3 学校図書館の整備充実に係るこれまでの
意見を踏まえた論点整理案（修正案） 
26 同上。 
27 「学校司書の資格・養成等に関する作業部会(第
1 回)議事録。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shotou/115/115_1/gijiroku/1374235.htm 
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
28 同上。 
 なお、2017 年度予算の概算要求のタイムスケジ
ュールの影響もあろうかと思われる。 
29 文部科学省「教育の強靭（じん）化に向けて（文
部科学大臣メッセージ）について（平成 28 年 5
月 10 日）」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/05/
1370648.htm   
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
30 川瀬綾子、北克一「学校図書館法改正と学校司
書養成の課題」『情報学＝Journal of Informatics』
 
12(1), 2014.10, p.63-64. 
http://creativecity.gscc.osaka-cu.ac.jp/JI/   
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
2014 年 6 月 20 日の参議院本会議において「学
校図書館法の一部を改正する法律」が全会一致を
もって可決し、2015年 4月 1日から施行された。
新設の第 6 条 1 項には「学校には、前条第一項の
司書教諭のほか、学校図書館の運営の改善及び向
上を図り、児童又は生徒及び教員による学校図書
館の利用の一層の促進に資するため、専ら学校図
書館の職務に従事する職員（次項において「学校
司書」という。）を置くよう努めなければならない。」
と記され、長年に渡り学校図書館関係者らが熱望
してきた学校司書の法制化が初めて認められた重
要な法改正と言えよう。これまで学校司書、学校
図書館司書、学校図書館指導員、学校図書館事務
職員、学校図書館専門員、図書指導員などと名称
も不統一であった職名が、「学校司書」という名称
で動きを見せることとなった。学校図書館の活性
化へ向けた一歩である。 
また第 6 条 2 項には「国及び地方公共団体は、
学校司書の資質の向上を図るため、研修の実施そ
の他の必要な措置を講ずるよう努めなければなら
ない。」ことを規定し、国と地方公共団体に責務が
あることを認めた。 
そして附則において「国は、学校司書の職務の
内容が専門的知識及び技能を必要とするものであ
ることに鑑み、この法律の施行後速やかに、新法
の施行の状況等を勘案し、学校司書としての資格
の在り方、その養成の在り方等について検討を行
い、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの
とする。」とし、学校司書に関する資格や養成の検
討が急務となった。 
今回の改正を受けて 2014 年 7 月に文部科学
省から教育委員会等へ提出された通知文には改正
法の趣旨及び留意事項として以下のように述べて
いる。少し長いが引用する。 
 
改正法の趣旨 
学校教育において、児童生徒の確かな学力の育成
には、言語活動や探究的な学習の充実が必要であ
り、同時に、読書活動等を通じて児童生徒の豊か
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な人間性を形成していくことが求められている。
これらの活動の充実のためには、学校図書館が利
活用できるよう、整備を進めることが重要である。
改正法は、この重要性に鑑み学校図書館の運営の
改善及び向上を図り、児童生徒及び教員による利
用の一層の促進に資するため、司書教諭等と連携
しながら、その機能向上の役割を担う専ら学校図
書館の事務に従事する職員を学校司書として位置
づけ、これを学校に置くように努めること等につ
いて定めるものである。 
留意事項 
(1)学校司書の配置については、学校図書館に置け
る教育の充実の観点からこれまで自主的に取組が
進められてきており、これを踏まえ、平成 24 年
度より、地方交付税措置が講じられているところ、
ついては、今回法改正が行われたことに鑑み、引
き続き必要な学校司書の配置に努めるよう留意す
ること。 
(2)学校司書については、その資質能力の向上等に
努めることが必要であり、また、その専門性等が
一層発揮できるよう、学校司書が継続的・安定的
に職務に従事できる環境への配慮が重要であるこ
と。 
(3)司書教諭については、平成 9 年の本法改正に
より、11 学級以下の学校においては当分の間置
かないことができるとされているが、学校図書館
における司書教諭の職務の重要性に鑑み、司書教
諭有資格者の確保及びその発令をより一層計画的
に推進し、これらの学校においても司書教諭の設
置がなされるよう引き続き務めること。 
(4)多くの司書教諭が学級担任等を兼務している
現状に鑑み、司書教諭がその職責を十分果たせる
よう、担当授業時間数の軽減等の校務分掌上の工
夫等を図ること。 
31 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部
「新たな情報通信技術戦略」 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
32 「教育の情報化ビジョン～21 世紀にふさわし
い学びと学校の創造を目指して～」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/23/04/
-icsFiles/afieldfile/2011/04/28/1305484_01_1.pdf  
 
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
33 2015年8月26日  中央教育審議会教育課程企
画特別部会「論点整理」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/
chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2015/09/29
/1362371_2_1_1.pdf  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
34 文部科学省 中央教育審議会「新しい時代の教
育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・
協働在り方と今後の推進方策について(答申)」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/
chukyo0/toushin/1365761.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
35 文部科学省 中央教育審議会「チームとしての
学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/
chukyo0/toushin/1365657.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
36 2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談
会「中間取りまとめ」 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouho
u/1369540.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
37「デジタル教科書」の位置付けに関する検討会
議 「中間まとめ」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shotou/110/houkoku/__icsFiles/afieldfile/2016/0
6/17/1372596_01_3.pdf  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
38 なお、親会議、作業部会ともに予備開催日を 8
月に 1 回設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2016 年 7 月 15 日 受理) 
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